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仕事と「育児の」「介護の」「治療の」両立！

歯止めのかからない少子化で
労働人口の減少が著しい日本の社会では、
これからは多彩な労働者を活用していく方向に

シフトせざるを得ないのが現状





病気と仕事の両立支援の定義

「病気を抱えながらも、働く意欲・能力のある労働者が、仕事
を理由として治療機会を逃すことなく、また、
治療の必要性を理由として職業生活の継続を妨げられるこ
となく、適切な治療を受けながら
生き生きと働き続けられる社会を目指す取り組み」
（厚生労働省HP：事業場における治療と職業生活の両立支援のためのガイドラ
イン 平成28年2月）
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医療・福祉は離職者が多い業界なのか？

＊



当協会では「リハビリテーション病院・施設における病気・障
がいと仕事の両立支援に関する実態調査」を実施
実施期間：２０２２年６月
対象：協会会員５６９施設
方法：Googleフォームのメール配信によるアンケート調査

目的：
１．病院・施設も職場ととらえて自施設職員の両立支援に関
する対応状況を把握

２．患者・利用者の両立支援に関する対応状況を把握



結果

回答施設数：119（20.9% 病院 114 施設 4 診療所 1）
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職員数 会員数 体制・制度数
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

100-299人 42 5.40 
300-499人 40 5.35
500人以上 37 5.35
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

事業所規模が大きいほど制度が整っている？
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職員数が影響している？
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「療養・就労両立支援指導料」の算定

患者・利用者の両立支援に向けて



療養・就労両立支援指導料？
１ 初回 ８００点 ２ ２回目以降 ４００点

＊厚生労働省
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TO BE CONTINUED…

医療・福祉業界での両立支援の議論を進めるにあたっては
→ ５０人未満の事業所など、より現場の意見を聞いておきたい

患者・利用者の両立支援の議論を進めるにあたっては
→ 受け入れる会社側の考え方を聞いておきたい


